
松下	 FATF（Financial Action 

Task Force：金融活動作業部会）

による対日相互審査（以下、FATF

審査）オンサイト直後のお忙しいと

ころ、お時間をいただきありがと

うございます。今日は、今後のマ

ネー・ローンダリングやテロ資金供

与対策（以下、AML/CFT）のポイ

ントについて伺いたいと考えてい

ます。

　2019年10月に金融庁から出され

ました「マネー・ローンダリング及

びテロ資金供与対策の現状と課題」

（以下、「現状と課題」）に、今回の

FATF審査では、法令等の整備状況

とともに対策の有効性も審査対象に

なることが記載されていました。前

回のFATF審査以降、様々な法整備

がなされてきましたし、18年2月に

は「マネー・ローンダリング及びテ

ロ資金供与対策に関するガイドライ

ン」（以下、ガイドライン）も出さ

れました。AML/CFTの枠組みとい

う点では取り組みが進んできたとい

う認識です。

　今後、対策の実効性を高めていく

という観点からはどのようなことが
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の顧客のKYCまでの対応は求めな

いものの、相手方がどのような顧客

管理をしているのか、どのようなリ

スク管理態勢で取り組んでいるのか

を確認する必要はあります。

松下	 顧客情報を管理する相応の

データベース、また、顧客情報は機

微なものですので、データガバナン

スも重要になってきます。

尾崎	 金融機関の規模にもよります

が、AML/CFT管理のための顧客情報

は紙でファイルするといった類のも

のでなく、顧客リスク評価に基づい

た評価の見直し及びその管理が可能

となるレベルのデータベースの整備

が求められます。例えば、顧客情報の

最新性を保つための期日管理など、

本人確認業務のタスクも管理できる

ようなデータベースが必要です。そ

れぞれの業態や規模に見合ったもの

で良いので、是非、データベースの整

備を進めていただきたい。

　また、データベースやITシステム

は導入して終わり、というわけには

いきません。定期的に検証し、検証

結果を踏まえて必要に応じ改善を図

ることが求められますし、管理や調

整に専門的な人材も求められます。

その観点から、金融機関の業務規模

に関わらず活用できるような、ITシ

ステムや事務の共同化の検討が重要

になってくると思います。昨年度か

ら全国銀行協会では、このような共

同化に関する研究が進められていま

す。そこでの成果物を今後どのよう

に実際に活用していくのかを真剣に

考えていく必要があると思います。

松下	 AML/CFTは預金取扱金融機

関にとどまらず、金融機関全体の課

題です。そのような意味では、この

ます。そして、本人の現在の実態確

認が欠かせません。これを対象者の

リスクに応じた頻度で行うことが重

要です。

松下	  「本人確認」の精度を高め

て、維持するということ、つまり、

それぞれの金融機関の顧客データの

品質が問われるということですね。

尾崎	 その通りです。顧客属性デー

タが最新のものでないと、「本人確

認」や顧客リスク評価の有効性を担

保することができません。

　顧客属性等の情報をアップデート

するには、顧客に確認することにな

るため、顧客にも負担をかけること

になります。顧客数も多いですし、大

変な作業になることは承知していま

すが、自らの顧客を守り、日本の金融

システムを守る、そしてこれが自身

（金融機関）を守ることにもつなが

りますので、顧客の理解を求めなが

らやっていただきたいと思います。

松下	  「本人確認」がAML/CFT

の最初の一歩であることはよくわ

かりましたが、最近は、お客様の

お客様はどうなのかということも

話題にあがります。KYC（Know 

Your Customer）を超えたKYCC

（Know You r  Cus tomer’s 

Customer）です。

尾崎	 ガイドラインでもKYCCまで

は求めておりません。

　KYCCについては、コルレス銀行

を例に説明するとわかりやすいと思

います。A銀行が、外国のB銀行と

コルレス契約を結んでいるとしま

す。A銀行、B銀行のそれぞれに求

められているのは、相手方の銀行を

見極めることを自らの管理態勢の中

に組み込むということです。相手先

重要になるのでしょうか。

尾崎	 まずは、AML/CFTのミニマ

ム・スタンダードであるリスクベー

ス・アプローチ（以下、RBA）にしっ

かりと取り組むことだと考えていま

す。犯罪収益移転防止法などの関連

法令とともに、ガイドラインを遵守

していただくこと。そして、ガイド

ラインにある「対応が求められる事

項」への取り組みのスピードを上げ

ていただきたいと考えています。

　AML/CFTの第一歩は「本人確

認」です。口座開設時や取引開始時

の「本人確認」を日常業務の基本動

作としてしっかりやっていただくこ

とが重要です。特に相手が法人の場

合、実質的支配者が誰なのかを見極

めつつ、制裁対象者や反社会的勢力

のリストと照合して、不適切な取引

を水際で排除していただくというこ

とです。その上で、顧客属性、商

品・サービス、取引形態、国・地域

等の要素を勘案し、顧客リスク評価

を行う必要があります。

　そして、取引開始後も顧客のリス

クに応じ、ITシステムや窓口職員

の検知によるモニタリングを行い、

不自然な取引があった場合、「疑わ

しい取引の届出」につなげることが

重要です。

　口座開設時の本人確認では問題が

なかったにも関わらず、その後にお

いて問題のある顧客になってしまう

ケースもあるので注意が必要です。

このようなケースを検知するには、

取引パターンの変化をとらえなけれ

ばなりません。システムで検知する

ことになると思いますが、どのよう

なシナリオであれば適切に検知でき

るかを定期的に検証する必要があり
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AML/CFTの第一歩は
「本人確認」です

研究会の成果を基に業態横断的な共

同化に結びつけていくことも考える

必要があるのではないでしょうか。

尾崎	 そうですね。預金取扱金融機

関に限らず、システム共同化が促進

されることは望ましいと思います。

松下	 AML/CFTの考え方の基本に

あるのが、RBAです。規制対応は

ともするとルールベース・アプロー

チ的に臨んでしまうことになりかね

ません。

尾崎	 冒頭にも申し上げましたが、

RBAはまさしくミニマム・スタン

ダードです。ではRBAとは、何を

すればよいのか？

　顧客属性、商品・サービス、取引

形態、国・地域など地理的要因、

最低限、これら4つの項目に着目し

て、それぞれにどのようなリスクが

あるのかを特定します。そして、そ

のリスクの大小を評価します。評価

は定性的なものでも、スコアリング

など定量的なものでもいいのです。

これが包括的、網羅的にできている

かが重要なポイントです。

　実は、コンプライアンス部門は

金融機関自らが扱っている商品・

サービスのすべてを把握しきれてい

目を多く設定し過ぎて、評価（リス

クスコア）にほとんど差が出ないと

いうこともあるようです。当初の段

階ではリスクが浮き彫りになるよう

にリスク項目を絞り、徐々にリスク

項目を充実させていって、評価のレ

ベルを上げていくことが必要ではな

いかと思います。

尾崎	 その通りです。RBAのもう

一つのポイントは、ダイナミックな

プロセスであることです。

　 「PDCAサイクルを回す」とも言

えます。リスクを評価し、リスク低

減策を講じる。その結果、リスク低

減策がどれくらい効いていたのか、

この商品・サービスに関しては適切

なリスク低減策だったのか、「疑わ

しい取引の届出」は減ったのか、ま

たは増えたのか、ということを確認

するということです。

　プログラム全体の評価を行った上

で、足りない部分に関しては追加的

に行う、リスク評価が細か過ぎるの

であれば集約する、といったような

見直しを少なくとも年に1回はやっ

ていただき、それを毎年回していく

ことが重要になると思います。

松下	 見直しの際、気をつけるべき

ポイントはどういうところでしょ

うか。

尾崎	 自らが直面しているリスクを

どう把握するかです。「疑わしい取

引の届出」の中身や、特殊詐欺被害

の状況を分析する、リスクが低減し

ているのか高まっているのか、それ

は金融機関の一般的な状況と比べて

どうなのかといったこと等を分析す

ることで、地に足の着いたリスク評

価につながると思います。

　国家公安委員会が出している「犯

ない可能性があります。まず、商

品・サービスを扱う部門ですべての

洗い出しをしないといけません。そ

して、「預金」とか「送金」という

ざっくりとした区分だけではなく、

包括的かつ具体的に検証すること。

その上で、それぞれのリスクを特定

し、評価を行う。コンプライアンス

部門は、リスクの評価に応じたリス

ク低減策がとられているかどうかを

しっかりと確認する。これが第1ス

テップです。

　次に、顧客リスク評価です。4つ

のリスク項目、すなわち、どのよう

な顧客属性の人が、どのような商

品・サービスを、どのような取引形

態で、どのような国・地域にかかる

取引なのか、といった情報を集約

し、総合的に顧客リスク評価をする

のが第2ステップです。

松下	 そうしたリスク評価を基に、

リスクの低減策をとるということで

すね。

尾崎	 そうです。これには取引その

ものに着目したリスク低減策と個々

の顧客に着目したリスク低減策の2

つがあります。

　RBAという観点では、ここまでが

ミニマム・スタンダードで足元の課

題としては、こうした対応のスピー

ドアップであると考えています。

松下	 金融機関のなかには、例え

ば、顧客のリスク評価で、リスク項

AML/CFTにおける
リスクベース・アプローチ
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罪収益移転危険度調査書」も参照し

てください。

松下	 リスクの分析など、AML/

CFTの高度化のためには、他行と

のナレッジの共有も重要になってく

るのではないかと思います。

尾崎	 おっしゃる通りです。そこ

は、各業界団体が中心となって、そ

れぞれの業界で共有していただきた

いと思います。金融庁としても、金

融機関の現状と課題を示したレポー

ト等必要な情報を発出していきたい

と考えています。

　また、FATFのRBAのガイダンス

にも、国ごとのベスト・プラクティ

スが掲載されています。そういっ

た海外の情報も参考になると思い

ます。

松下	 野村総合研究所は、金融機関

に情報システムを提供しています

が、AML/CFTの観点から、ITベン

ダーに対する期待がありましたらお

聞かせいただければと思います。

尾崎	 AML/CFTに使うデータベー

スやITシステムには、フィルタリ

ング、スクリーニング、モニタリン

グの分析系システムと、ケースマネ

ジメントのための業務管理系システ

ムがあると思います。

　ITシステムは絶えず見直していく

必要があり、スクリーニングシステ

ムであれば曖昧検索機能が適切な設

定なのかどうか、モニタリングシス

テムであればシナリオが有効なのか

どうかを検証し、調整を続けていか

なければいけません。また、One 

尾崎	 非構造化データまでを含めた

情報の収集や分析、例えば、さま

ざまなソーシャルメディアを見に

いって、そこから情報を得るという

ような、ITを活用して、顧客に紐づ

く情報を自動的に収集して、顧客情

報を充実させていくのが、次世代の

KYCではないかと思っています。

そのためには、まずは顧客属性や銀

行に届けなければいけない、法令で

定められている情報を常に更新して

最新の状況に維持しておく必要があ

ります。

松下	 金融機関に限らず、あらゆる

産業でデジタルトランスフォーメー

ション（DX）が経営課題となって

います。DXの肝は、KYCとデータ

ガバナンスであり、そうした意味

では、AML/CFTで蓄積したKYCや

データガバナンスに関する知見やノ

ウハウがDXにも活かせる、AML/

CFTの経験が生きる、ということ

も言えそうですね。

尾崎	 その通りです。AML/CFTも

取り扱う情報量の多さから、DXの

世界に移行していくと思います。た

だし、個人情報保護については十分

に留意する必要があることは言うま

でもありません。

松下	 本日は貴重なお話をありがと

うございました。

（文中敬称略）

fits to allのものではなく、金融機

関それぞれの事業特性によって変

わってきます。その辺りのきめ細か

い調整を金融機関とITベンダーが

一緒になって推進できる体制がある

といいと思います。

　また、ITシステムやデータベース

の有効性を検証するツールを考えて

いただけたらありがたいです。例え

ば、内部監査部門や外部の監査法人

が、独立した立場からITシステム

やデータベースの有効性検証を行う

ことができるツール。そうしたもの

を是非考えていただきたいというの

はあります。

松下	 例えば、検知すべき顧客情報

や取引を忍び込ませた有効性検証用

データのようなものを金融機関に提

供し、それを金融機関のITシステ

ムで分析してみて、「どれだけきち

んと検知できますか」ということで

しょうか。

尾崎	 それも一つだと思います。検

証用データを流してみて、誤検知の

比率を内部監査部門が確認できると

良いと思います。そういうところも

独立した立場のITベンダーやコン

サルタント会社がサポートできると

いいのではないでしょうか。また、

客観性や独立性の観点から監査法人

などの第三者が行うこともあり得る

でしょう。

松下	 1 1 月 に 「 S i n g a p o r e 

FinTech Festival 2019」が開催さ

れました。昨年と比べると、KYC

の変化を感じます。オルタナティブ

データといった外部データまでを持

ち込んできて、KYCの精度や事務

効率を上げる製品やベンダーが目立

つようになりました。

ITベンダーへの期待

5Financial Information Technology Focus 2020.1




